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I Jまじめに

2000年前後から､主として｢学校教育段階における

職業観･勤労観の育成｣を指す､ ｢キャリア教育｣とい

う言葉を耳にする機会が非常に多くなっている｡渡辺

(2004)や宮下(2007)など多くの先行研究が指摘す

る通り､この｢キャリア教育｣という言葉は､文部省･

文部科学省関連の公式文書では1999年12月16日の中

央教育審蕎会(以下｢中教審｣と略記)答申｢初等中

等教育と高等教育との接続の改善について｣ (以下この

答申は｢接続答申｣と略記)で初めて用いられ､ ｢若者

の学校生活から社会生活-の移行を取り巻く環境が極

めて悪化しているにもかかわらず､そのような状況に

十分には対応できていない学校教育および進路指導の

在り方を改善する取り組み｣ (1)として､従来から行わ

れてきた進路指導や職業指導といった教育活動を｢特

定の活動に限定するのではなく､学校教育そのものと

とらえる｣ e)視点から見直すことを試みたものである｡

この｢キャリア教育｣が推進された背景には就業構

造の変化や景気の悪化等に伴う若年者雇用問題の緊迫

化といったものがあるが､実際に今日学校現場で行わ

れている取り組みに対しては､ ｢企業の採用行動や政府

の労働力政策といった構造的要因を問わずに､若者た
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ちの意識や意欲､能力の問題に主要な関心を集中させ､

若者たちを"テコ入れ''することによって､若年者雇

用問題に対処しようとする構図をもっている｣ ¢)､ ｢『自

分で考えて自分で決めよ』と､進路に関する責任を若

者自身に投げ出すことに終わっているのが現在の『キ

ャリア教育』なのではないか｣ (4)といった批判的な見

方も少なからずなされている｡このような見方は､今

日実際に行われている｢キャリア教育｣の具体的な内

容についてはまだまだ大いに検討･改善の余地があり､

｢キャリア教育｣というものの枕念が未だ確固たるも

のにはなっていないことを窺わせるものとなっている｡

こうした中､ 2009年度末に､ 2011年度から大学での

キャリア教育が義務化されることが文部科学省から発

表された(5).従来､キャリア教育は｢児童生徒一人ひ

とりの勤労観､職業観を育てる教育｣と定義され(6)､

主に初等中等教育段階を舞台として展開されてきた｡

そのため､大学におけるキャリア教育カリキュラムの

設置義務化は､キャリア教育の主要な舞台が初等中等

教育段階のみならず高等教育段階まで拡大する可能性､

さらには初等中等教育から高等教育-と移り変わる可

能性を孝むものということができ､そのことの持つイ

ンパクトは決して小さいものではないということがい

える｡

では､なぜいま高等教育段階がキャリア教育の舞台

として台頭してきたのカ㌔　そして､そこに課題は存在

しないのカ㌔　こうした点は現状ではまだ明らかにされ

ているとはいえないが､大学･短大でのキャリア教育

カリキュラム設置が義務化される2011年4月を前に､

毒酎ヒに至った経緯やそこに表れる課題を検討し整理

することの意味は決して小さなものではないであろう｡

そこで本稿では､ 2009年初頭に設置され､今日の文

部科学省においてキャリア教育をめぐる議論が展開さ

れる最前線ともいえる中教審｢キャリア教育･職業教

育特別部会｣に着目し､今日キャリア教育の舞台が高

等教育-と拡大されたその経緯と､その中で浮かび上

がってきた課題について検討を行っていくことにした

いo

Ⅱ.2008年末までのキャリア教育政策の推移

中教審｢キャリア教育･職業教育特別部会｣の分析

を行う前に､そこに至るまでのキャリア教育の政策展

関について簡単に整理しておくことにしたい｡

既述の通り､文部省関連の公式文書に初めて｢キャ

リア教育｣の語が現れたのは1999年12月16日の中教

審｢接続答申｣である｡細かな分析は他稿に譲る(7)

が､このときの｢キャリア教育｣という言葉は｢初等

中等教育から高等教育､さらには職業生活-と連なる
一貫した視点からの『進路指導』見直し｣を意味する

ものとして掲げられており､これに従って翌2000年か

ら文部省では｢キャリア体験等進路指導改善事業｣が

開始された｡

その後､それまでよりもさらに深刻さの度合いを増

した経済状況の悪化や｢フリーター｣の問題に対する

社会的な問題意識の高揚､ ｢ニート｣という言葉の出現

などを背景として､ ｢キャリア教育｣という言葉は学校

教育の枠内に留まる｢進路指導改革｣を超えて､若年

者雇用対策という大きな政策パッケージの1つのコン

テンツとして認識されていくことになる｡その決定的

な役割を担ったのが､ 2003年4月に設置された｢若者

自立･挑戦戦略会議｣と､同会議から2003年6月10

日に発表された｢若者自立･挑戦プラン｣である｡

この｢若者自立･fl臨短プラン｣は､ ｢戦後日本でほぼ

初の若年就労政策｣ (8)といわれ､このプランを受けて

文書陣卜学省の｢キャリア教育の推進に関する総合的調

査研究協力者会議｣や厚生労働省の｢著牢者キャリア

形成支援研究会｣といった各省レベルでの研究会が設

置されていったほか､ ｢若者自立･挑戦プラン｣自体も

その具体化施策やアクションプランがその後次々と発

表され､ ｢地域自律･民間活用型キャリア教育プロジェ

クト｣ (9)や｢キャリアスタートウイーク｣ (10)の取り組

みに代表されるような､外部人材の活用も含めた様々

なキャリア教育プログラムが初等中等教育全体を通し

て広く行われるようになっていった｡
一方､法律や政策文書に目を向けてみると､ 2006年

に改正された教育基本法では｢教育の目標｣を記した

第2条の第2項に｢職業及び生活との関連を重視し､

勤労を重んずる態度を養うこと｣が規定されたほか､

2008年7月に発表された｢教育振興基本計画｣におい

ても､それ以降重点的に取り組むべき事項の1つに｢キ

ャリア教育･職業教育の推進｣が掲げられた｡

このような状況を踏まえ､ 2008年12月に｢今後の

学校におけるキャリア教育･職業教育の在り方につい

て｣が諮問され､ 2009年1月､中教審に｢キャリア教

育･職業教育特別部会｣が設置されたのである｡



63

今日におけるキャリア教育の高等教育-の拡大とその課題

Ⅲ. ｢キャリア教育.織業教育特別部会｣での議論

ここから中教審｢キャリア教育･職業教育特別部会｣

(これ以降｢特別部会｣と略記する)での議論につい

ての分析を行う(ll)が､その前に､まずは分析の対象

とする時期について一言しておくことにする｡

先述の通り､高等教育におけるキャリア教育カリキ

ュラムの設置義務化が決定されたのは2009年度末の

ことである｡そして､その約2カ月後の2010年5月

17日､ ｢特別部会｣からは｢第二次審議経過報告｣が

出され､そこまでの議論がひと通りまとめられた形に

なっている｡このことに鑑み､本稿ではキャリア教育

の主要な舞台が高等教育にも拡がりを見せるその経緯

とその中での課題に着目することも踏まえてこの｢第

二次審議経過報告｣を1つの区切りとし､ ｢特別部会｣

設置から｢第二次審議経過報告｣が発表されるまでの

期間を分析の対象とする｡

分析にあたっては､まず諮問における要点を確認し

たのち､ 2009年7月の｢第一次審議経過報告｣ 02)発表

までとそこから｢第二次審誕転塾幸艮告｣が発表される

までの2つに期間を分け､キャリア教育が高等教育段

階-と拡大していく流れを中心に分析を進めていくこ

ととする｡

A.諮問

｢特別部会｣設置の契機となった諮問｢今後の学校

におけるキャリア教育･職業教育の在り方について｣
(13)は､ 2008年12月24日に行われたものである｡ ｢接

続答申｣の中で｢学校教育と職業生活の接続の改善方

策｣として｢キャリア教育の推進｣が提言されてから

約10年の時が経過する中で､ ｢キャリア教育･職業教

育の充実､とりわけ実際に社会.職業-の移行が始ま

る後期中等教育以降におけるキャリア教育･職業教育

の格段の充実が課題となって｣いることがこの諮問で

は指摘されている｡そして､具体的な内容として以下

の2点が挙げられているのである｡

第-に､社会･職業-の円滑な移行のために学生･

生徒に求められる基礎的･汎用的な能力について､

初等中等教育､高等教育それぞれの段階に即して明

らかにするとともに､発達段階に応じてその確実な

育成を図り､その質を保証していくための体系的な

キャリア教育の充実方策について､ご険討をお願い

いたします｡

第二に､職業に関する専門的､実践的な知識･技

能等を身につけさせるための職業教育の在り方につ

いて､後期中等教育から高等教育を見通しつつ､以

下の観点を踏まえ､ご検討をお願いいたします｡

このうち第二の点に関して､踏まえるべき観点とし

て挙げられているのは｢後期中等教育段階､とりわけ

高等学校における職業教育の在り方｣と､ ｢高等教育段

階における職業教育の在り方｣の2点である｡

この諮問において､一見すると｢キャリア教育｣と

｢職業教育｣とは基本的には同じ意味をもつ言葉とし

て用いられている様相を見て取ることができる｡しか

し､この2つの語は厳密にははっきりと区別がなされ

ており､ ｢特別部会｣第1回(2009年1月16日開催)

において､ ｢キャリア教育｣は｢職業観･勤労観の育成｣

を､ ｢職業教育｣は｢職業に係る知識･技能の育成｣を

主に指す言葉であるという説明がなされている｡

以上を踏まえ考察すると､この諮問は1つには｢接

続答申｣が提示した｢学匠教育と職業生活との壊乱

について､各教育段階に求められる役割および各教育

段階間の円滑な接続の方策を｢接続答申｣後10年とい

う時代の流れも考慮しつつ改めて提示すること､もう

1つには高校･大学における職業教育の今日的な在り

方を提示することを求めたものであるとまとめること

ができる｡

ではこの諮問を受けて｢特別部会｣では具体的にど

のような議論が展開されていったのか｡そのことを次

項以降で詳しく見ていくことにしよう｡

B. r第一次審議経過報告｣までの議論

まずは｢第一次審議経過報告｣が出されるまでの｢特

別部会｣での議論を整理する｡

｢特別部会｣第1回(2009年1月16日開催)は委

員の自己紹介で終了し､実質的な議論は続く第2回

(2009年2月24日開催)から始められている｡第2

回では諮問で挙げられた｢第一の点｣と｢第二の点｣

を完全に切り離して考えることの困難さ､および諮問

で挙げられた｢基礎的･汎用的な能力｣が概念として

は広すぎることが複数の委員から指摘されている｡そ

して続く第3回(2009年3月11日開催)では､ ｢人間
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力｣や｢就業基礎能力｣､ ｢社会人基礎力｣といった言

葉との関連にも触れながら､キャリア教育で養うべき

｢基礎的･汎用的な能力｣についての議論が引き続き

展開されている｡

その後､第4回(2009年3月23日開催)から第7

回(2009年5月12日開催)までの4回は諮問の｢第

二の点｣に議論の重点が置かれ､後期中等教育および

高等教育における｢職業教育｣が中心的な話題として

取り扱われている｡

この中で､第5回(2009年4月14日開催)で実施

された外部者ヒアリングにヒアリング対象者として出

席した､株式会社｢クオリティオブライフ｣社長の原

正紀がコメントとして以下の内容を述べている｡

｢キャリア教育というのは大学だけで完結すると

考えたら少しもったいない｡ - (中略) i-学生に社

会を知ってもらうということがキャリア教育だと思

いますが､逆に今の企業や社会に『学生､若者って

こうなんだよ』というのを知ってもらう場というこ

とでも機能するのではないかと思いま･す㌔

- (中略) -ヰヤリア教育のゴールというのはな

かなか今見えづらい｡キャリア教育自体を導入され

ている大学はほとんど100%と言ってもいいぐらい

だと思うのですが- (以下略)｣

このコメントで述べられている｢キャリア教育｣と

いう言葉が指すものは､従来からの政策の中でイメー

ジされてきたもの､ ｢特別部会｣第1回で説明されたも

のとは幾分異なるものであることが窺える｡しかし､

こうした用語上の定義に対する委員からの質疑は特に

なく､また委員の中にも､ ｢キャリア教育｣と｢職業教

育｣とを特に区別せず同義の言葉として扱っている委

員が少なからず見受けられる｡一方､ここまでの各回

において事務局から配布される資料にも｢キャリア教

育｣と｢職業教育｣とが単純に併記された箇所が数多

く見られ､ ｢特別部会｣第1回で両者の差異について説

明がなされてはいたものの､実質的には｢キャリア教

育｣と｢職業教育｣とを明確に区別しての議論はここ

まではほとんどなされていなかったことがこれらの点

からは窺えることになる｡

このような流れに対し､ ｢特別部会｣第8回(2009

年5月27日開催)では事務局から､これ以降重点的に

扱うべき議題として｢後期中等教育におけるキャリア

教育の在り方｣と｢後期中等教育及び高等教育におけ

る職業教育の在り方｣との2つが提示されている｡ ｢高

等教育におけるキャリア教育｣は､ここでは特段提示

されていないことになる｡

この｢特別部会｣第8回において､委員の藤江一正

は｢小学陵､中学校段階でのキャリア教育の充実がま

ずもって図られるべき｣という意見を述べており､同

じく委員の寺田盛紀は｢大学の教員からすれば､高等

学校までで基本的なキャリア準備はしておいてほしい

と言いたい｣という意見を述べている｡キャリア教育

の主要な舞台は初等中等教育であるべき､という意見

が､委員の中から強く主張されていることになる｡

この第8回ののち､ 2009年7月30日に｢第一次審

議経過報告｣が公表されるまでの間に計4回の｢特別

部会｣が開催されているが､その中では第9回(2009

年6月12日開催)で｢大学の専門科目でももっと職業

生活との接続を考える必要がある｣という意見が散見

される程度で､高等教育段階を対象とした議論は専ら

職業教育にかかわって展開されている｡ ｢高等教育段階

でのキャリア教育｣に関しては特段の議論がなされぬ

まま､ ｢第一次審議経過報告｣に至ることになるのであ

る｡

そして2009年7月30日､ ｢第一次審議経過報告｣ (14)

が発表される｡この報告では､冒頭に｢後期中等教育､

高等教育段階に焦点を当てて検討を進めてきた｣とい

う記述が置かれたのち､本文ではその多くを｢職業教

育｣に関する内容に割いている｡とりわけ高等教育に

関しては､ ｢高等教育における職業教育の在り方｣とい

う節が設けられているのみである｡ ｢高等教育における

キャリア教育｣は学校教育と職業生活との接続を改め

て強調する中で多少触れられている程度であり､少な

くともこの時点においては｢高等教育段階でのキャリ

ア教育｣を重視する視点は取り立てて見られないこと

になる｡

では､これから｢第二次審議経過報告｣に至る10

カ月弱の間に一体どのような議論が展開されていった

のカ㌔　このことを､次項で詳しく見ていくことにしよ

う｡

C. ｢高等教育段階でのキャリア教育｣の台頭

先述の｢第一次審議経過報告｣を受けて､第13回

(2009年9月29日開催)では初等中等教育の､第14

回(2009年10月19日開催)では高等教育の､第15
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回(2009年10月28日開催)では企業の関係諸団体に

対するヒアリングが実施された｡このうち高等教育関

係諸団体-のヒアリングが行われた第14回において､

ヒアリング対象者として出席した公立大学協会副会長

の小林俊一は発表の中で以下のコメントを述べている｡

｢-大学では盛んにキャリア教育､あるいは職業

教育ということを､職業の意義を教えるというとこ

ろまで含めて､あるいはもっと卑近なところでは面

接の受け方というのまで含めて､いろんな手立てを

尽くして学生の教育をやっております1 ｣

また､同じくヒアリング対象者として出席した全国

公立短期大学協会長の上候宏之は説明の中で｢キャリ

ア教育｣と｢職業教育｣を並列して述べており､隈係

諸団体の中では｢キャリア教育｣と｢職業教育｣との

裁然たる区別がなされていないことを改めて窺わせる

ものとなっている｡
一方､日本私立短期大学協会副会長の佐久間勝彦は

｢現在､高等学校卒業後の高等教育機関は､大学､短

期大学､専門学校の3つがございます｡それらは､そ

れぞれ他にはない特性を生かして､これまでキャリア

教育に努めてまいりました｣と述べている｡この発言

や上記の小林のコメントからは､ ｢多くの高等教育機関

では既にキャリア教育を行ってきている｣という認識

も示されていることがいえる｡

この第13回から第15回までの3回のヒアリングを

踏まえ､第16回(2009年11月17日開催)､第17回

(2009年12月11日開催)では総括討論が行われてい

る｡このうち第16回において事務局から配布された

『職業観･勤労観を育む学習プログラムの枠組み』と

題された資料には学校教育段階として高等学校までの

段階しか示されておらず､続く第17回において事務局

が用意した『発達段階に応じた体系的なキャリア教育

の在り方(イメージ図)』では､後期中等教育が｢勤労

観･職業観の確立｣時期と位置付けられている｡第14

回の外部ヒアリングにおいて高等教育関係諸団体の

｢キャリア教育｣に対する認識が｢特別部会｣で取り

上げられ議論されてきたものとは少々異なることが示

唆されたものの､ ｢特別部会｣では設置の段階でキャリ

ア教育が｢職業観･勤労観の育成｣と説明され､その

後特段の定義変更もなされていないことを考慮すると､

この2009年末の段階でもキャリア教育は中等教育ま

でが重要な時期として捉えられていたということが窺

えることになる｡

しかし､ ｢後期中等教育段階におけるキャリア教育･

職業教育の充実方策｣が議論された第18回(2010年1

月14日開催)を挟み､第19回(2010年2月4日開催)

において事務局から､ ｢高等教育段階におけるキャリア

教育の在り方について｣と題した全57項目に及ぶ｢論

点メモ｣が提示される｡この｢論点メモ｣は第17回の

｢特別部会｣における議論に基づくものとされ､そこ

では高等教育におけるキャリア教育が｢社会人･職業

人として必要な能力や態度を専門分野に応じて伸長･

深化させていく｣ことと説明されている｡

たしかに第17回冒頭の説明の中で､事務局は｢今回

は義務教育から高等教育全体についての在り方という

ことでご議論いただきまして､ - (中略) -各学校段

階ごとということで､特にということで後期中等教育､

あるいは高等教育のキャリア教育･職業教育の在り方

についてもご議論いただきます｣と述べてはいる｡し

かしこのとき､たとえば委員の吉本圭一は事務局が｢高

等教育におけるキャリア教育の取り組みの例｣として

提出した資料に対する議論の中で以下の発言を行って

いる｡

｢-高等教育段階におけるキャリア教育という方

法というのが､明確になっていない｡そのことがよ

く分かった資料ですね｡いろいろな多様なものをキ

ャリア教育と呼んでいるということが分かったとい

う､それはそれで進歩だと思いますけれども､言葉

遣いは､見直す必要があるかなと思いました｡｣

｢高等教育段階におけるキャリア教育｣について､

｢特別部会｣委員の中で共通の認識がまだ形成されて

おらず､そもそも｢高等教育段階におけるキャリア教

育｣についての議論も､ ｢特別部会｣ではまだほとんど

なされてこなかったことを窺わせるものとなっている｡

では､なぜ事務局は第19回の｢特別部会｣において､

｢高等教育段階におけるキャリア教育の在り方｣に関

する50を超える論点を｢論点メモ｣として提示するこ

とができたのか｡この問いに対する重要なヒントが､

この第19回の冒頭において部会長の田村哲夫からな

された発言の中に含まれていることになる｡以下がそ

のことを示した部分である｡
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｢高等教育についてのキャリア教育は､既に大学

分科会の方でかなりの議論をしていただいておりま

す｡私どもと並行している部分があります｡それを

踏まえながら､この部会で幼稚園から大学､大学院

まで貫くキャリア教育･職業教育の在り方について

の議論をまとめていただければ大変ありがたいと思

っていますので- (以下略)｣

｢特別部会｣とは異なる場において､既に高等教育

段階におけるキャリア教育についての議論は少なから

ずなされてきていたのである｡

実は最初の諮問(2008年12月24日の｢今後の学校

におけるキャリア教育･職業教育の在り方について｣)

の中で､中教審｢大学分科会｣における議論と｢特別

部会｣における議論とを状況に応じてリンクさせる必

要性は既に述べられていた｡上記諮問の末尾には以下

の記述がなされていたのである｡

高等教育段階における上記諸課題につきましては､
- (中略) ･･学士課程教育及び高等専門学鮫教育に

関する答申や､去る9月に諮問させていただきまし

た｢中長期的な大学教育の在り方について｣に係る

議論との関連も踏まえ､ご検討いただきますよう､

お願いいたします｡

｢高等教育段階におけるキャリア教育｣については､

｢特別部会｣と並行して大学分科会で議論されること

が当初からある程度予定されていたことになる｡ ｢高等

教育段階におけるキャリア教育｣については､大学分

科会で既に議論が積み重ねられてきたものが2010年

初めの段階になって｢特別部会｣に合流した､という

ことができるのである｡

そこでここからは一旦視点を大学分科会に移し､大

学分科会において展開された｢キャリア教育｣に関す

る議論を見ていくことにする｡

Ⅳ大学分科会での議論

大学分科会と｢特別部会｣とでは双方を兼務してい

る委員もおり(15)､この2つの議論が完全に別個独立し

て進められていたとは言い切れない面もある｡しかし､

｢特別部会｣の事務局を生涯学習政策局政策課が担っ

ていたのに対し､大学分科会は高等教育局高等教育企

画課が事務を担当しており､事務を担う部局は両者で

異なっている｡また､少なくとも先述した｢特別部会｣

第19回までの記録をみる限り､それ以前にも大学分科

会との間で頻繁な情報交換がなされていた様子は見受

けられない｡そのため､ここからは一度｢特別部会｣

を離れて､大学分科会での議論を追っていくことにす

る｡

この時期の｢高等教育段階におけるキャリア教育｣

に関する大学分科会での議論をみるとき､注目するの

は｢質保証システム部会｣となる｡しかし､ ｢高等教育

段階におけるキャリア教育｣を考える際､ ｢質保証シス

テム部会｣での議論に至るまでには伏線となる2つの

答申があった｡ここではまずその2つの答申を取り上

げたのち､中教審大学分科会｢質保証システム部会｣

において展開されたキャリア教育関連の議論を追って

いくことにする｡

A.伏線となる2つの答申

伏線となった2つの答申､それは2000年11月22

日の大学審議会答申｢グローバル,化時代に求められる

高等教育の在り方について｣ (16)と､ 2008年12月24日

の中教審答申｢学士課程教育の構築に向けて｣ (17)の2

つである｡

まず1つ目の2000年11月22日大学審議会答申につ

いて｡そこでは｢教育方法､履修指導の充実｣の節の

中で｢実体験の重視や職業観の滴養｣が掲げられ､次

に示す内容が記載されている｡

-学生が将来-の目的意識を明確に持てるよう､

職業観を酒養し､職業に関する知識･技能を身に付

けさせ､自己の個性を理解した上で主体的に進路を

選択できる能力･態度を育成する教育(キャリア教

育)を､大学の教育課程全体の中に位置づけて実施

していく必要がある｡

中教審｢接続答申｣が出されてから約1年後の答申

ということになるが､ここでは既に｢キャリア教育｣

の語が用いられており､それを大学の教育課程全体の

中に組み込んでいくことの必要性がこのとき既に記さ

れていることになる｡

そしてもう1つの答申が､ 2008年12月24日の中教

審答申である｡ここでは｢教育弗程の体系化｣を掲げ
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た節において､具体的な改善方策の1つとして｢キャ

リア教育を､生涯を通じた持続的な就業力の育成を目

指すものとして､教育課程の中に適切に位置づける｣

ことが挙げられている｡ ｢特別部会｣の設置される以前

から､これらの答申には｢高等教育においてキャリア

教育を教育課程の中に位置づけること｣が盛り込まれ

ていたことになる｡

こうした点を踏まえつつ､以下｢質保証システム部

会｣におけるキャリア教育関連の議論を見ていくこと

にしよう(18)0

B.大学分科会｢質保証システム部会｣での議論

大学分科会｢質保証システム部会｣では認証評価や

シラバス作成､情報公開など､大学設置基準に関する

多種多様な議論が行われていた｡この中で､キャリア

教育の教育課程-の組み込みは｢職業指導の法令上の

明確イhという議題で第9回(2009年11月5日開催)

において初めて採り上げられた｡その第9回では傍扱

公開に関する議論に多くの時間が割かれたこともあり､

キャリア教育に関する議論は話題提供程度に留まるも

のであったが､部会長の黒田寿二はこのとき､キャリ

ア教育について以下の印象を述べている｡

｢日本のキャリア教育ということになると､高校

までの教育が芳しくないから､大学で少しお手伝い

をするといった印象が強いわけですけれども､実際

はそうではない｡やはり学問体系の中で､学問に見

合った職業に就く｡キャリアデザインをどう構築し

ていくかが､大学においては重要なことだと思いま

す‥･ (以下略)｣

その後､第10回(2009年11月18日開催)におい

て事務局から｢職業指導(キャリアガイダンス)の法

令上の明確化は､大学設置基準の改正により行うこと

が適切ではないか｣という提起がなされ､ ｢キャリア教

育の大学教育課程-の位置づけ｣が一気に現実味を帯

びることとなった｡

この第10回においては｢職業指導(キャリアガイダ

ンス)｣という言葉の用い方に関する議論が展開される
一方､法令上の明確化それ自体については委員から特

段の異議は出されていない｡そして第11回(2009年

12月2日開催) ･第12回(2009年12月15日開催)と

関係諸団体からのヒアリングが行われる一方､第12

回と同日の2009年12月15日に発表された｢審議経過

概要｣の中で､ ｢社会的･職業的自立に関する指導を教

育課粗を通じて行うこと｣という文言によって､大学

設置基準の改正によりキャリア教育を義務化する方針

が公表される｡そして2009年度の末に､ 2011年度か

らの｢大学でのキャリア教育｣義務化が決定されたの

である｡

C.2010年はじめの｢特別部会｣

一方､第19回において｢高等教育段階におけるキャ

リア教育の在り方について｣の論点メモが提示された

｢特別部会｣はその後､ ｢高等教育における職業教育の

充実方策｣が議題となった第20回(2010年2月23日

開催)を挟み､第21回(2010年3月9日開催)に日

本学術会議｢大学と職業との接続険討分科会｣委員長

を務める高祖敏明が出席する｡このとき高祖が説明に

用いた資料には｢大学による『キャリアガイダンス(社

会的･職業的自立に関する指導) 』の実施を法令上明確

なものとするため､このための規定を新たに大学設置

基準に盛り込むことが審議されている｣という一文が

記されている｡そして｢第二次審議経過報告｣の取り

まとめに向けた自由討論が｢特別部会｣で始まるのと

時を同じくして大学設置基準の改正が行われ､ ｢大学に

おけるキャリア教育轟努化｣が決定されたのである｡

Ⅴ.そして特別部会｢第二次審議経過幸艮告｣へ

こうして｢大学でのキャリア教育義務化｣が決定さ

れてから2カ月弱ののち､ ｢特別部会｣は｢第二次審議

経過報告｣ (19)を発表する｡ここまで見てきたように､

｢高等教育段階におけるキャリア教育｣について大学

分科会で行われてきた議論は｢大学でのキャリア教育

義務化｣決定を前に｢特別部会｣に合流しており､ ｢第

二次審議経過報告｣には｢高等教育段階でのキャリア

教育｣もまた明記されることになったのである｡

このことはまた､ ｢特別部会｣におけるキャリア教育

および職業教育の定義に多少の変化を加えることも意

味していた｡ ｢第二次審議経過報告｣においては､キャ

リア教育は｢一人一人の社会的･職業的自立に向け､

必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して､

キャリア発達を促す教育｣ ､職業教育は｢一定又は特定

の職業に従事するために必要な知識､技能､能力や態
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度を育てる教育｣と定義されたのである｡

前述の通り､ ｢特別部会｣設置時においては､キャリ

ア教育は職業観･勤労観の育成｣､職業教育は｢職業

に係る知識･技能の育成｣という区別がなされていた｡

これと｢第二次審議経過報告｣での定義とを比較する

と､当初手羽哉業教育に含まれていた要素の一部がキャ

リア教育-と移っていることが見て取れる｡職業教育

が｢一定又は特定の職業｣に関する知識･技能･能力

に限定され､キャリア教育に含まれるものの範囲がそ

れまでより拡げられていることが指摘できるのである｡

ただし､ ｢高等教育段階におけるキャリア教育｣にか

かわってこの｢第二次審議経過報告｣に記されている

内容は､ ｢高等教育段階では､後期中等教育における目

標の達成を前提にキャリア教育を充実｣､ ｢各高等教育

機関は､各機関の教育機能および各学校の教育方針を

踏まえ､キャリア教育の方針を明確にし･･･ (中略) -･

教育課程内外を通じて全学で体系的･総合的にキャリ

ア教育を展開｣といったものであり､内容的には具体

性を欠くものとなっている｡そして｢第二次審議経過

報告｣公表後最初の｢特別部会｣である第25回(2010

年7月27日開催)において､部会長の田村哲夫は会の

冒頭で以下のように述べている｡

｢ (筆者註:職業実践的な教育に特化した枠組みに

ついて)初等中等教育段階における内容は､各方面

から『悪くはないね』と､どちらかというと､ 『いい

ね』という､ご井伊戸をいただいておりま1.今度は

高等教育をまとめていきたいということで､よろし

くご指導のほどをお願いしたいと思っております｡｣

｢特別部会｣においては､ ｢高等教育段階でのキャリ

ア教育｣に関する議論がこれ以降本格的になされてい

くものであることが窺える｡ ｢第二次審議経過報告｣の

段階においては､同じ｢キャリア教育｣という語が用

いられてはいるものの､事実上は｢特別部会｣におい

て議論されてきた｢後期中等教育までのキャリア教育｣

と､大学分科会において議論されてきた｢高等教育で

のキャリア教育｣とが､パッチワークの如く繋ぎ合わ

された状態であったということが指摘できることにな

ろう｡

Ⅵ.まとめと今後の課題

以上､ 2011年度から大学でのキャリア教育カリキュ

ラム設置が義務化されることを前に､従来は初等中等

教育段階を主な舞台としてきたキャリア教育が高等教

育にその範囲を拡げることとなった経緯と､そこに孝

まれる課題についてひと通り考察を行ってきた｡

最後に､考察の中で得られた知見と今後に残された

課題について､簡単にまとめておくことにしたい｡

A.得られた知見

1.2つの｢キャリア教育｣

本稿の考察を通じて得られた知見として､従来主流

と考えられてきた｢初等中等教育段階でのキャリア教

育｣と､今回新たに義務化される｢高等教育段階での

キャリア教育｣とは､同じ｢キャリア教育｣という語

で表されてはいるもののその具体的な内容は異なるル
ートで形成されてきた､ということがまず挙げられる｡

｢キャリア教育｣というものについて､ ｢特別部会｣

で部会長を務める田村哲夫は以下のことを述べている｡

｢キャリア教育の視点から見た教育目標として､

後期中等教育を修了するまでに､生涯にわたる多様

なキャリア形成に共通して必要な能力･態度を身に

つけ､これらの育成を通じて勤労観･職業観等を形

成･確立することを位置づけています｡進学や就職

という卒業後の進路を問わず､高校生までの.段階で､

社会的･職業的に自立するために必要な基礎となる

能力である､人間関係形成･社会形成能力､自己理

解･管理能力､課題対応能力､キャリアプランニン

グ能力などを育成することが必要です｡ ｣ CO)

発言の中で触れられている諸能力を｢高校生までの

段階で育成することが必要｣と明言しており､ ｢中等教

育段階までのキャリア教育に求められるもの｣と｢高

等教育段階でのキャリア教育に求められるもの｣とが

異なるということを暗に示すものであるとなっている｡

また､藤田(2010)の中に｢急を要する対応と､指

導計画の下で組織的･系統的に実践される教育活動と

は､本来混同されるべきものではない｣という記述が

ある但1)oこれとここまで見てきた｢2つのキャリア教

育｣とを照らし合わせると､ ｢高等教育段階でのキャリ

ア教育｣は比較的前者の､ ｢初等中等教育段階でのキャ

リア教育｣は比較的後者の色合いが濃いことを指摘で
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きるであろう｡同じ｢キャリア教育｣という語で表現

されている教育でも､後期中等教育段階までのそれと

高等教育段階でのそれとでは細かな目的や憩念におい

て異なる面があり､少なくとも現段階においては､ ｢接

続答申｣で掲げられたものとは異なり､キャリア教育

という放念が｢初等教育から高等教育までを一直線に

貫けるもの｣とは言い切れないことが窺える｡全ての

高等教育機関が｢キャリア教育｣という名の教育を必

ず行わねばならなくなる今日であるからこそ､ここで

改めてその点を指摘しておくことにしたい｡

2.部局間の距離

2つ目の知見として挙げられるのが､担当する部局

が異なれば同じ語でも異なる意味をもつ可能性､いわ

ば｢部局間に距離があること｣が示された点である｡

従来､日本の行政構造は｢各省庁各局各課別の縦割

り構造｣ (2)を有しているといわれ､ ｢文部省はあらゆ

る局面で一枚岩ではない｣ e3)という指摘もなされてき

たが､こうした構造は文書陣卜学者が誕生してから約10

年が経過する今日においても､依然として存在し続け

ていることが明らかとなった｡同じ｢キャリア教育｣

という言葉でも､生涯学習政策局が事務方を担う｢特

別部会｣と高等教育局が事務方を担う大学分科会とで

は異なる意味が付与されていた｡そしてこの両者の間

の情報交換が頻繁に行われている様子は､少なくとも

本稿で取り上げた審鼓会の議論をみる限りでは見受け

られなかった｡

同じ語が用いられている政策でも､担当する部局が

異なればその具体的な内容には差異が生じることがあ

る｡これは言い換えれば､複数の教育段階に跨る政策

を考えるとき､文書陣卜学者としてある語に共通の意味

を付与するためには､部局間での調整が必要になる場

面が少なからず存在することを示唆しているともいえ

よう｡部局間に存在する距離の大きさを示したことも､

本稿の知見の1つといえるものである｡

B.今後の課題

最後に､今後に残された課題について簡単に触れて

おくことにしたい｡

既述の通り､本稿における分析の中心的な素材とし

た中教審｢特別部会｣の｢第二次審議経過報告｣は､

あくまで議論の途中経過を示すものである｡ ｢高等教育

段階におけるキャリア教育｣についての本格的な議論

は｢第二次審議経過報告｣の公表後まさに緒に就こう

とするものであり､この｢糊り部会｣もまだ最終答申

には至っていない｢現在進行形｣の審議会である伽)0

その中で扱われる｢キャリア教育｣の意味や内容につ

いては､これ以降さらに変化の生ずる可能性が十二分

に残されていることになる｡

また､ 2011年度を迎え各大学が｢∃覇努化されたキャ

リア教育カリキュラム｣を実施していく中で､新たに

浮かび上がってくる課題も少なからず存在するであろ

う｡現時点では意酷や内容に差異のある｢中等教育段

階までのキャリア教育｣と｢高等教育段階でのキャリ

ア教育｣とが今後接近･融合していく可能性も少なく

なく､その過程で生涯学習政策局と高等教育局との間

での注目すべき部局間調整が行われる可能性も､これ

また大いに考えられるところである｡

しかし､現時点ではこれらはあくまでその可能性を

推測するしかできない事象ばかりであり､これらを実

証することは今日ではまだ不可能なのもまた事実であ

る｡

中教審｢特別部会｣での議論が｢第二次審議経過報

告｣以降どのように展開され､そしてどのようなゴー

ルに向かうのか｡また､ ｢初等中等教育におけるキャリ

ア教育｣と｢高等教育におけるキャリア教育｣との関

係はどのようになり､またその変化に伴う注目すべき

｢部局間調整｣は展開されるのか｡これらはいずれも

今回は｢今後-の課題｣として提示することにし､今

後の展開-の期待も込めながら､適切な時期が訪れた

ときにまた改めて稿を期すことにしたL･㌔

注

(1)鹿嶋(2004) p.17

(2)日本キャリア教育学会編eoo8) p.17

@)児鄭I eOO7) p.134

(4)本田(2009) pp,155-156

(5)読売新聞2010年3月30日より｡ 2010年3月､文部

科学省は｢大学生の『就業力』向上5カ年計画｣の中

に､ 2011年度以降の全国の大学･短大でのキャリア教

育カリキュラム設置義務付けを盛り込むことを発表し

た｡

(6)この定義は2004年1月に発表された文部科学省｢キ



70

東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢　第30号　2011年

ヤリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会

議｣の報告書に記載されているものである｡
(7)拙稿｢中教審『接続答申』における『キャリア教育』

の意味｣ (『東京大学大学院教育学研究科紀要』第50

巻/2011年3月刊行　掲載予定)参照｡
(8)本田op,cit.p.135

(9) 2005年度から2007年度にかけて実施された､経済

産業省が主導したキャリア教育関連のパイロット事業｡

地域の産業と学校現場とを繋ぐ｢キャリア教育コーデ

ィネーター｣が設置され試行された事業である｡詳細

は　経　済　産　業　省　ホ　ー　ム　ペ　ー　ジ　内

http://www,ned.go,jp/policy/economy/jinzaVcareer-educado

n/hdex.hhl参照(最新アクセス日:2011年1月10日).

(10)文書陣卜学省が主導する､中学校において5日間の職

場体験を実施するという取り組み｡詳細は文部科学省

ホ　　　　　　　ム　　　ペ　　　　　　　ジ　　　内

htq):/jh.next.go.jp/a_menu/shotou/careedO5 0 1 0502/0 1 9
hhl参照(最新アクセス日:2011年1月10日)0

(ll)この中教審｢キャリア教育･職業教育特別部会｣各

回の議事録および配布資料は､すべて文部科学省ホー

ム　　　　-　　　　　　　　　　ジ　　　　内

叫://www.next.go.jpA)_menu/shingi/chukyo/chdgo 1 0/由i

_hsdhdex血n (最新アクセス日: 2011年1月10日)

に掲載されている｡本稿におけるこれ以降の資料･議

事内容の抜粋はすべて上記ページからのものである｡
(12)この｢第一次審議経過報告｣について､これが発表

された時点では単に｢審議経過報告｣とされていたが､

後に｢第二次審議経過報告｣が発表されることを踏ま

え､本稿では2009年7月30日に発表された最初の｢審

議経過報告｣について､ ｢第一次審議経過報告｣と｢第
一次｣を付して表記することにする｡

(13)この諮問は文部科学省ホームページ内

htQ)://www.next,gojpA)_menu/shingi/chkyo/chukyoOhous

him/1217075.him (最新アクセス日: 2011年1月10日)

に全文が掲載されている｡この諮問を引用した部分は

すべて上記ページからの引用である｡
(14)この報告は文部科学省ホームページ内

htq)伽mext.gojpA)_menu/shingVchukyo/chukyo 1 0/gal

yo〟1282520血m (最新アクセス日:2011年1月10日)

に掲載されている｡これ以降の同報告からの引用箇所

はすべて上記ページからの引用である｡

(15)具体的には浦野光人委員･荻上紘一委員･黒田寿二

委員･郷通子委員のほか､臨時委員として木村孟委員･

佐藤弘毅委員がこのときの大学分科会｢質保証システ

ム部会｣の委員と｢特別部会｣の委員とを兼務してい

る｡

(16)この答申は文部科学省ホームページ内

http://www.next.go.jpA)_menu/shingi/1 2/daigaku/toushin/0

01101.llbn (最新アクセス日:2011年1月10日)に掲

載されており､この答申に関する引用部分はすべて上

記ページからのものである｡なお､この答申は中央省

庁再編前の文部省のときの答申であり､中教審ではな

く大学審読会の答申である｡
(17)この答申は文部科学省ホームページ内

htQ)://wwwm∝t.go.jpA)_menu/shingi/chukyo/chukyoO/Ious

him/1217067.hhl (最新アクセス日: 2011年1月10日)

に掲載されており､この答申に関する引用部分はすべ

て上記ページからのものである｡

(18)中教審大学分科会｢質保証システム部会｣各回の議

事録及び配布資料は全て文部科学省ホームページ内

htQ):/b.next.go.jph_menu/shingi/chukyo/chukyo4/027/

gTji_hst/index.I血l (最新アクセス日･2011年1月10日)

に掲載されている｡ ｢質保証システム部会｣の資料･議

事録を引用した部分はすべて上記ページからの抜粋で

ある｡

(19)この報告は文部科学省ホームページ内

http ://www,next.go.jpJb_men/shingi/chkycVchukyo 1 0/so

nota/1293955.hhl (最新アクセス日:2011年1月10日)

に掲載されている｡この報告書からの引用部分はすべ

て上記ページからの引用である｡

(20)文部科学省生涯学習政策局政策課C2010) p39

(21)藤田(2010) p.22

(22)田村(2000) p.49

(23)青木/荻原Qoo4) p.89

(24)なお､この｢特別部会｣は2011年11月29日に開

催された第30回が最終回となっており､本稿を執筆し

ている時点eol1年1月10日)においては部会自体

は終了したことになっている｡ただし､最終的な答申

は現時点ではまだ発表されておらず､第29回色010

年11月16日開催)と第30回の議事録はホームページ

上にもまだ掲載されていない｡
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